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第１章 転職と労働市場の構造 －分析視点の考察－ 
  １．はじめに 
  ２．自発的転職の経済理論と実際 
  ３．雇用の長期化 
  ４．労働市場の構造 
  ５．比較制度分析の視点 
  ６．研究開発技術者の仕事および知識の性質 





















































































































































































































なるという必然性はなく、この点からも転職が容易であると考えられる。   
 一方日本企業では、分業の程度が低く、研究開発の各フェイズがオーバーラップして作業
が進められ、かつ技術者の水平的コーディネーションや機能部門のマネジャーとプロダクト
マネジャーのコーディネーションにより統合のレベルの高い製品が開発されている。したが
って、日本企業の技術者には、幅広い知識や調整のためのコミュニケーションの能力などが
重要になる。特にコーディネーションの責任を負う管理職にはこれらの知識や能力が求めら
れる。したがって、日本企業ではアメリカ企業よりも中途採用も転職も行われにくいと考え
られる。 
 次に、国研について見ると、開発よりも研究に重点を置き、機能知識が重要視され、また
研究テーマごとに研究チームが独立している点では日米に違いはないが、それでも日本の方
がアメリカよりも転職者の割合が低い。このような違いは労働市場全体の流動性の違い、内
部組織やその他の経済システムの違いと深く関係している。まず、アメリカの場合は基礎研
究に従事する技術者の教育訓練は大学院教育とポスドク制度によって行われる。すなわち、
大学院の博士課程を修了し、博士号を取得した技術者は何年間かのポスドク経験を積み、そ
の後大学や研究所のテニュアトラックに乗り、30代後半にテニュアを獲得する。テニュアト
ラックに乗るまでの過程で、技術者はスカラシップやフェローシップを利用しながら人的資
本投資をしていく。また、このようにして養成される知識は組織特殊性が低いため、外部の
中堅・シニアクラスの技術者が始めからテニュアを与えられて採用されることもあり、民間
企業の技術者と同様、国研の技術者も日本より流動的である。また、流動的な労働市場に対
応して、アメリカの国研では日本よりも業績評価の制度が整備され、また、日本よりも業績
による報酬の格差を大きくしたり、優秀な人材を中途採用するために公務員の俸給表の枠外
に特別な系を作り、高い給与で処遇できるような仕組みも整えたりしている。 
 一方、日本の場合は博士号取得者は70.9％であるが、大学院の博士課程を修了している人
は全体の42.6％に過ぎず、残りは就職先の研究所で成果を上げ、それをもとに博士号を取得
している。すなわち、研究に従事する技術者の教育訓練は一般訓練の性格を強く持つが、日
本の場合は勤務先の組織がかなり一般訓練の役割を担っている。既述のように、技術者市場
における最大の需要者である民間企業が内部化し、技術者市場が非流動的になっており、ま
た、教育訓練制度も非流動的な技術者市場と制度的に補完的になっている中で、国研自体も
技術者を養成し内部化するという戦略的に補完的な行動をとっている。また、技術者の側で
も長期雇用と補完的な経済システムがとられている環境において、内部化した市場の安定的
な雇用を選択するという戦略的に補完的な行動をとっている。 
 さらに、アメリカの中でも転職率の高いシリコンバレーと日本を比較すると、資本市場、
サプライヤーの市場、地域の産業システムなどの他の経済システムが労働市場や企業の研究
開発システム、雇用システムと深い関係を持ち、転職に影響を与えることがわかる。すなわ
ち、シリコンバレーには、半導体、コンピュータ、ソフトウエア、周辺機器、通信機器、検
査・測定機器などのメーカーや試作品の製作会社、市場調査会社などの専門企業が集積し、
ネットワークを構築している。ハイテク企業は専門化と細分化を進め、付加価値の高い差別
化した製品や技術に資源を集中し、残りは専門企業から購入することによって製品開発の時
間を短縮し、技術革新を活発化している。すなわち、アメリカ企業では一般に技術者の組織
内分業が徹底しているが、シリコンバレーの企業はさらに地域内の企業間分業も徹底させな
がらネットワークを構築している。したがって、技術者の知識や情報は企業特殊的というよ
り産業特殊的であり、また、技術者は狭く明確に定義された範囲の仕事に特化しているため、
その範囲の責任を果たすことのできる技術者であれば、中途採用者であっても、また、期待
勤続年数が短い者であっても問題ではない。また、開業時の法的手続き、特許申請などを専
門に扱う法律事務所、ハイテク企業のための施設を専門に準備する不動産会社、エグゼクテ
ィブや優秀な技術者を紹介する人材斡旋会社、ベンチャー・キャピタリストなどが多数存在
し、起業しやすい環境が整っていることは、起業という形での転職も活発にする。 
 シリコンバレーに進出した日系企業は、このようなシリコンバレーの企業間分業のメリッ
トを生かしながら、特定の要素技術やシステム複雑性の低い製品の開発や研究を行っており、
また、日系企業といえども日本国内の親会社とは全く異なり、シリコンバレーの他の社会経
済システムと整合性を有し、補完的な働きをするようなシステムを採用している。すなわち、
技術者の仕事の範囲を狭くかつ明確に定義し、技術者の企業内教育訓練や人事ローテーショ
ンは行わず、優れた機能知識を持つ技術者を外部から中途採用している。また、質の高い技
術者を採用し、引き留めるために、基本給の水準を他社より高めに設定したり、ストックオ
プションを導入できないという制約の中で、長期インセンティブや擬似ストックオプション
を採用するなどの工夫を行っている。 
 以上の研究結果から、技術者は研究開発の自由度、研究開発環境、評価や処遇などについ
てより良い条件を求めて転職していることがわかる。すなわち、収入や労働条件からみてよ
り高い効用を求めて転職するという意味では、技術者は他の労働者と同じであるが、技術者
の効用を決める労働条件の内容や収入に関する問題の内実が他の労働者とは異なっている。
また、転職が実現するためには、外部に中途採用の機会が存在しなければならないが、技術
者の場合も新卒採用と長期雇用政策がとられる合理的根拠がある。 
すなわち、開発寄りの研究に重点を置く民間の場合は、知識の組織特殊性が高く、それゆ
え組織内で教育訓練、内部昇進が行われ、企業内で評価・報酬が決定され、中途採用の機会
は少ない。これまで技術者の労働市場は企業横断的な職業別労働市場を形成しやすいと考え
られてきたが、民間の技術者の労働市場は他の職業の大企業労働者と同様に内部化している。
しかし、民間よりも基礎寄りの研究を行っている国研では、知識の組織特殊性が低く、その
知識は大学や他企業でも修得可能であるため、国研の転職者比率は民間よりも高く、また、
転職者が昇進において不利になることもなく、国研の内部化の程度は低い。言い換えれば、
国研の技術者の市場は職業別労働市場を形成しやすい条件を備えており、この点は他の大企
業労働者の市場とは異なっている。  
 しかし、国研では知識の組織特殊性という観点から新卒採用に基づく長期雇用の合理性は
低いとしても、基礎研究は不確実性が高いゆえに、リスク回避的な技術者にとって雇用保障
は重要である。特にセーフテイネットや他の雇用機会が準備されていない環境においては、
その重要性は大きい。技術者は自己のアイデア、専門技術・研究分野への貢献などの高次欲
求に価値を置くといわれるが、35歳以下と比べ生活費が高まる36歳以上の技術者は金銭的報
酬に対する関心を強くもっており、技術者といえども所得を重視する年齢では危険回避的な
態度を示す。また、研究成果が表われるには、5年、10年の長期間を要するため、評価の観
点からも長期雇用が合理性を持つと考えられる。さらに、民間企業が内部化し、技術者市場
全体の流動性が低い環境では、国研が自ら技術者を養成し内部化する根拠がある。 
 同様にアメリカの国研でも、技術者のリスク回避や評価の観点から長期雇用の合理性はあ
るが、流動的な技術者市場が控え、それと補完的な社会経済制度が整っているため、アメリ
カの国研は日本ほど内部化していない。言い換えれば、日本の国研の技術者市場が内部労働
市場と職業別労働市場の二面の性格を持ち合わせているのは、日本の社会経済制度全般と関
連していると考えられる。 
 このように、技術的条件や市場条件が同じであっても、各国それぞれの社会経済システム
内部には制度的補完性があり、国によって技術者の流動性には違いが生じている。そのよう
な中で、日本の政府は科学技術基本計画において、創造的な研究開発活動を展開するために
は、柔軟で競争的な研究開発環境を整備する必要があり、そのためには研究者の流動化を促
進することが不可欠であるという立場から、ポストドクター等１万人支援計画や、国研、大
学における任期付任用を実行し、研究者の流動化を促進している。しかし、日本では各種シ
ステムが長期雇用と制度的に補完的になっているため、流動化された部分では他のシステム
との不整合が生じている。また、技術者数としては最大の民間企業が既述の理由から中途採
用に消極的であるため、国研や大学で流動的研究期間を終えた者が就職する機会が限られ、
流動的研究制度は定職に就くまでのつなぎとして消極的に利用される傾向がある。したがっ
て、技術者の流動化を促進するためには、一つの制度の改革を行っただけでは不十分であり、
他の経済システムも整合的になるよう複数の制度改革が行われなければならない。特に技術
者市場の最大の需要者である民間企業が今後どのような研究方針、製品開発戦略をとり、研
究開発組織や雇用システムをどのように変えていくかが流動化の鍵を握る。また、技術者市
場は国内に限定される必要はない。高い成果をあげている海外の技術者を引き付け採用でき
るシステムをいかに整えていくかも今後の課題である。 
 グローバル化、国際的な経済競争の激化、産業構造のサービス経済化、人口の高齢化など
の変化に刺激されて、各経済システムも時代に合うよう徐々に変化している。したがって、
言うまでもなく技術者の労働移動と労働市場に関する研究はこれで終わらない。日本の技術
者はこれまでに競争力の高い日本製品を生み出し、日本の経済発展をリードし、また、人類
の発展と平和に貢献する世界的レベルの科学技術を担ってきた。今後も長期にわたる経済不
況を脱する起爆剤となるような製品を開発し、また、人類社会を持続的な発展に導く科学技
術に大いに貢献することが期待されている。政府の産業政策や科学技術政策の重要性は言う
までもないが、技術者の雇用システムや労働市場、雇用政策の重要性は強調しすぎることは
なく、これらに関する一層の研究が進められなければならない。  
 
